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平 成 2 9 年 ５ 月 2 4 日 人事管理運営協議会幹事会申合せ 
  
 
国家公務員の非常勤職員の給与に係る当面の取扱いについて、「一般職の職員の給 与に関する法律第 22 条第２項の非常勤職員に対する給与について」（給実甲第 1064 号平成 20 年８月 26 日人事院事務総長通知）を踏まえ、以下のとおり申し合わせる。
 
 
１ 基本となる給与 非常勤職員を採用する際の基本となる給与（再採用の際の基本となる給与を含 む。）については、非常勤職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員に対し支給 されている俸給月額の実態に留意しつつ、当該非常勤職員の職務内容を踏まえ、そ の職務遂行上必要となる知識、技術及び職務経験等を考慮して決定するものとする。
 
 
２ 特別給（期末手当／勤勉手当）に相当する給与 非常勤職員に対し、その勤務実態（勤務期間、各月の勤務日数、各勤務日におけ る勤務時間数）等を適切に考慮の上、期末手当／勤勉手当に相当する給与を支給す るものとする。なお、勤勉手当に相当する給与の支給に当たっては、適正に把握し た勤務実績も適切に考慮するものとする。 
 
３ 一般職の職員の給与に関する法律等の改正に対応した取扱い 非常勤職員の給与については、常勤職員の給与改定に係る取扱いに準じて改定す ることを基本としつつ、当面は、遅くとも一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25 年法律第 95 号）等の改正に係る法律が施行された日の属する月の翌月の給与か ら改定するものとする。 
 
４ 本申合せの対象 平成 30 年４月１日以降現に各府省等（本府省、施設等機関、特別の機関、地方 支分部局等）に在職している非常勤職員（再任用短時間勤務職員、育児短時間勤務 に伴う任期付短時間勤務職員を除く。）を対象とする。 ただし、以下の非常勤職員は、その対象から除く。 （１） 委員、顧問、参与その他これらに類似する職務に従事する非常勤職員 （２） 特定の時期に一時的（任期が３か月以内）に任用される非常勤職員（例： 国勢調査や統計調査等の各種調査に従事する職員） （３） 勤務日数が少ない（出勤すべき日が平均週２日未満相当）非常勤職員（例： 健康管理医、客員教授等） 
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５ その他 （１） 本申合せは、人事管理運営協議会幹事会において決定した日（平成 29 年５ 月 24 日）から適用する。 （２） １から３までについて、民間における同一労働同一賃金の実現に向けた取 組も踏まえつつ、平成 30 年度から段階的に実施されるよう、各府省等は、所 要の措置を講ずる。 

